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ことなんですね。そういう
難しさがございます。
鈴木：本質的な質問も頂いております。「現状における課題にどう対処するかという観
点からは、態勢強化、職員増員は充分に理解出来る。しかし、子供が減っているのに、な
ぜ児童虐待の件数が増えるのかと考えた場合に、ケースに対応するための態勢強化はあく
まで対処療法に過ぎない。様々な行政分野で態勢強化がなされてはいるが、そのような発
想によっては問題の抜本的な課題解決は難しい。地域包括ケアや成人教育などの発想での
仕組み作りが必要と考えるが」。全く仰る通りだと思います。児童虐待がなぜ減らずに増
えるのかという点については、やはり世帯の孤立化が重要な要因として挙げられます。隣
近所との繋がりがない、親戚、親族との繋がりがない、という孤立した世帯が増えて来て
います。マンションなどを考えても、隣に誰が住んでいるか分からないという状況の中
で、頼る人もなく、精神的に追い詰められてしまう親もいます。更に、子供のいる世帯の
貧困、あるいは社会全体の貧困、これも虐待増の原因の１つと考えられます。これらは児
童福祉司だけでは対応しきれない問題ですので、国と自治体、そして地域社会が、児童虐
待を解決するために協力することが大切です。我々もこの点を理解して、そこに協力して
いかなくてはなりませんね。
上川：ご質問に書かれてあるのは仰る通りだと思います。今年で第12次になりましょう
か、国が死亡事例検証報告を毎年出しています。そこでは、ゼロ歳児、中でも１か月に満
たない、あるいは１日に満たないくらいのお子さんが多く亡くなっている実情がありま
す。命の教育とか性教育とかをやらなければ根本的な解決にはなりません。それらにプラ
スして、そろそろ育児についての教育も必要なんじゃないかと思っています。中学生、高
校生くらいの年代から、自分がもし将来子供を身ごもってしまったら、どういった所に支
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援機関があって、どういう手助けをしてくれるのか、どこにSOSをだせばいいのかを具体
的に教えていかなくてはなりません。こうしたことを公教育の中でそろそろやらなければ
なりません。育児は世代間で引き継がれると言われてきましたけれども、これほど大都市
圏で虐待が多いというのは、やはりその原因の１つは孤立化ですよね。誰も教えてくれな
いんですよ。誰かがちょっとアドヴァイスしてくれれば孤立から救われるお母さんが、泣
きながら電話をかけてくるんです。「もう育てられない。こんな状況だったら殺してしま
いそうだ」と言って。そういう電話がよくかかってくるんです。どうして隣の人にアドヴ
ァイスしてもらえないんだろう、と感じることがあります。そういった時に、気軽にSOS
を発信することが出来るようにすれば、どこにSOSを発信すればいいかが分かっていれ
ば、救われるケースも増えるのかなと思いますね。それからもう１つは男性の責任です。
お母さんの孤立化の大きな要因として、お父さんが育児に全く関心を示さないというの
が、孤立化したお母さんに共通する訴えです。イクメンにまではならなくてもいいですけ
れど、子供さんが生まれたら、やはり子供に関心を持つ、お母さんを労ってあげるという
ことが必要なのかなと思っています。
鈴木：「子供の虐待に関する統計資料を拝見しましたけれども、対応が多くなっている
のはどの年齢の児童が多いですか」というご質問を頂いております。児童虐待の問題を考
えるには年齢も重要な問題ですよね。
上川：小学校６年生までで、件数の４分の３を占める状態がずっと続いていて、これは
変わりません。４分の１は中学生以上となります。やはり年齢が小さい子に対しては、重
い虐待が多い傾向が顕著ですね。小さい子は抵抗力が弱いので、重篤な事例が多いという
感想を持っています。
鈴木：また、児童虐待対応の具体的な場合についてのご質問も頂いております。①「増
加する対応数の中で、通告に基づき現場に赴いて安全確認をすべきか否かの判断は、具体
的にどのようにしているのか」、②「児童相談所に現職の警察官あるいは警察OBが人事交
流されているが、どのようにそれらの人を活用しているのか」、③「昨年10月から適用さ
れている司法面接がなされた実績はあるのか」、④「裁判所から令状を得ての臨検、捜索
の実施例はあるのか」といったご質問については、いかがでしょうか。
上川：まず①についてお答え致します。通告があった場合には、基本的に安全確認のた
めの連絡を致します。どうやったら安全確認が出来るかということを検討します。所属の
あるお子さん、例えば保育園に行っているとか幼稚園に行っているとか、あるいは小学校
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や中学校に行っているとかいうお子さんについては、その子の所属している保育士さん、
学校の先生などに安全確認をして頂く。これを私たちの用語では間接現認と呼んでいま
す。それをやった後に、家庭訪問をして児童福祉司が実際に本人に会うという、二重の手
立てを講じることが多いです。②について。現役の警察官は現在東京都では都庁と児童相
談センターに１名ずつ配置されております。警察官OBは全部の児童相談所に１～２名配
置されているという状況です。警察OBの主な仕事は、虐待対策班と虐待対策強化専門員
という名称が付いておりまして、児童福祉司と同行して訪問や面接に対応しています。安
全確認も含めてです。現職警察官については、警察と児童相談所との連携業務、法的対応
を担当して頂いております。これだけ児童通告が増えて参りますと、警察署と児童相談所
とが話をしても、福祉の方の用語と警察の司法の用語とが繋がらないことが多いのです
が、そこの「通訳」的な役割を警察官が果たして下さっているという側面があります。③
司法面接（forensic	 interview）に関しては、東京都の児童相談所の場合には、昨年（平
成27年）からということではなしに、かなり以前から活用しています。司法面接という
と、そこで語られたことが法的証拠となるかのように聞こえるのですが、現行の警察、検
察の状況では、司法的なプロトコルを用いた手法で実施したとしても、それが証拠に採用
されることがなかなかないのですね。そこで、東京都では「被害確認面接」という言い方
をしています。そのようなプロトコルを学習した方によって被害を確認しています。性的
虐待を受けた女の子、男の子、身体的虐待を受けた男の子など、既にかなりの数の「被害
確認面接」を実施しております。④令状を取った臨検、捜索は、東京都ではこれまでのと
ころ２件ほどしかありません。うち１件は、警察の方が先頭に立って臨んで下さいまし
た。扉は開けてくれたのですが、チェーンが付けられていたので、そのチェーンをカッタ
ーで切って中に入った。そういう事案でした。もう１件は、令状請求を行なって、それが
取れたのですが、臨検、捜索をする直前に子供の安全確認が出来まして、実施しないで済
みました。従って、本当に実施したのは１件くらいかなと思います。
鈴木：児童虐待の中には、身体的虐待とかネグレクト、育児放棄とかいろいろあります
が、特に心理的虐待について幾つかご質問を頂いております。「近年、心理的虐待が増え
て来ているとのことであった。暴力による身体への虐待であれば分かり易いと思うが、精
神的・心理的な虐待の場合には、周りの者でも気づくことが難しい。そういう中で、もし
児童相談所の方が立ち入る場合には、心理的虐待が行なわれたかどうかを、どのようにし
て判断するのか、その判断材料を教えて頂きたい」というご質問です。もう１つ、関連し
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たご質問があります。「心理的DVやDVを受けた児童が、成長して今度は自分がDVをし
てしまうという話をよく聞くが、そのようなケースは本当にあるんですか」というご質問
です。心理的虐待については児童心理司も対応することになるのでしょうね。
上川：心理的虐待の分野では、「子供虐待対応の手引き」という厚生労働省が出してい
る文書の中で、次のようなものが挙げられています。明らかな無視、拒否的な態度を取
る、罵声を浴びせる、言葉による脅かし、脅迫、きょうだい間での極端な差別扱い、ドメ
スティック・バイオレンスを子供の面前で行なう、子供のきょうだいに虐待を加える、と
いったものが心理的虐待とされています。ではどうすればそれが心理的虐待だと判断され
るのか。児童相談所では、多くの場合、子供がどう思っているかを重視します。警察のよ
うに客観的な証拠があって云々というのではなくて、子供が具体的な事実を訴えた場合
―例えば、きょうだいで極端に差別されて辛かった、お兄ちゃんはご飯をもらえるのに
自分には何もくれないとか―には、子供の言い分をまずは尊重して、それを虐待として
取り扱い、その後に、いろいろ調査をしていきます。そこで児童心理司が心理診断を行な
い、そこでまた詳しく聞き直します。それによって、子供の心理がどのような影響を受け
ているのかを調査していくことになります。
鈴木：その児童心理司も児童福祉司と同様、不足している状況は変わりないのですね。
児童心理司というのは、専門的な教育課程を卒業していなければならないですね。
上川：はい。心理学等を学んでいて、臨床心理士の資格をお持ちの方が多いです。国家
資格ではありませんが。
鈴木：「東京23区に今後、児童相談所が設置されることになるわけですけれども、実際
に設置された場合、都の児童相談所と区の児童相談所とが併存することについて、どのよ
うにお考えなのでしょうか」というご質問もあります。私が先ほどお話しましたように、
政令指定都市がある県、例えば神奈川県では、現在既に併存しているわけです。神奈川県
の児童相談所があり、横浜市のエリア内には横浜市の児童相談所があり、川崎市のエリア
内には川崎市の児童相談所がある。また、中核市―現在は横須賀市と金沢市にしかあり
ませんが―の場合も、例えば金沢市の市域には金沢市の児童相談所があり、それ以外の
石川県の県域は石川県の児童相談所が担当するというかたちで、空間的に分業していま
す。東京都23区についても、もし千代田区児童相談所が出来た場合には、千代田区の区域
だけが都の児童相談所の管轄からスポッと抜けると想定されていると考えてよろしいので
しょうか。
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上川：はい。そうです。
鈴木：ただ、そのようにした場合、１つ大きな問題が人材育成の面についてあります。
といいますのも、県の児童相談所は通常複数設置されています。例えば３年間、或る児童
相談所で働いて、今度は別の児童相談所で働く、そのように児童相談所を異動することで
段々と経験値を積んでいくことが出来るのですが、政令市の場合、さいたま市には１つの
児童相談所しかありません。（横浜市や大阪市には複数の児童相談所がありますが。）その
他、人口100万人以下の政令市の多くにも、児童相談所は１つしかありません。そうなる
と、そこでどうやって人材を育成していくのかが問題になります。職員を県に派遣して県
で教えてもらうのか。―こういうことが悩ましい問題としてあるようでございます。お
そらく東京23区が児童相談所を作った場合にも、東京都から相当な支援をしてもらわない
と、なかなか「離陸」するところまでいかないのではないか、という印象を私は持ってお
ります。上川さんは関係する当事者なので、お話になりにくいかも知れませんが…。
上川：そういう部門からはそれぞれに要望を頂いておりますので、東京都としては、そ
れに対してどのような支援をするか、検討に入っている段階です。
鈴木：幼児への虐待について質問が来ております。「子供の障害など育てにくさが虐待
の要因になっていることもあるのではないかと考えられます。支援方針の決まったケース
で、そのような場合がどれくらいあるのか、お分かりになりましたら教えて下さい。ま
た、そのような障害のあるお子さんのある家庭については、どのような機関と連携を図っ
ているのでしょうか」というご質問です。これについては、いかがでしょうか。
上川：そのような場合がどれくらいの割合であるのかを申し上げるのは難しいですね。
ちょっと即答することは出来ません。ただ、そのようなケースは多くあります。子供さん
が発達障害等を持っていて、行動特性がありますと、親御さんの方も何とかそれを治した
い、自分たちのコントロールが効くようにしたいという気持ちがあって、そこが体罰に結
び付いたり、身体的虐待に結び付いたりすることがあります。強度の叱責、罵倒に結びつ
くこともかなりあります。ただ、そういった場合に対する私たちの関わり方というのは、
まず子供さんを見せて頂くということなんです。そして心理診断、性格診断等をしていく
中で、子供の状態を正確に保護者に伝えて、その子供さんの特性に合った対応の仕方をお
父さん・お母さんに学んで頂く。これが主眼です。児童相談所が強力に関わる必要がない
と思われるものについては区市町村にも相談する部署がありますので、そういうところへ
話をして、そちらで対応して頂きます。
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鈴木：有難うございました。「地域ごとの児童相談所で、職員等の横の繋がりのような
ものはあるのですか」というご質問もありました。地域ごとというのではありませんが、
全国的な児童相談所の連合団体があります。全国児童相談所所長会と申しまして、そこが
年に１回、厚生労働省に参加して国と自治体との方針を擦りあわせる、そういう場があり
ます。また、横浜戸塚に「子供の虹情報研修センター」という児童福祉司の研修施設があ
りまして、全国の児童福祉司の人がそこに行かれて、いろいろ勉強されているということ
を伺ったことがあります。この児童福祉司は地方公務員の中でもプロフェショナルといい
ますか、専門職に近いところがありますので、ただ日々の仕事をするだけではなくて、そ
のような座学も含めて、自分の専門性を高めるための機会をもっておられるということで
す。
「「東京ルール」というのは東京のみで行われているのですか」というご質問ですが、こ
れはその通りですね。
上川：はい。そうです。
鈴木：「加害者の親へのケア受講を強制出来ない我が国の状況は、家族再統合を目指す
うえでは大きな障害になっていると思われる。アメリカのカリフォルニア州等で展開され
ているような司法モデルによるケア受講命令の採用について、どのようなお考えをお持ち
でしょうか」というご質問を渡邊一弘先生から頂いております。
上川：そのようになったらいいなあと思っています。東京都の場合にはやはり保護者の
方にいろいろ提案をさせて頂いて、それを受けて下さる方にはそこから再統合に向けプロ
グラムがスタートするのですが、なかなか強制的に、というわけにはいきません。一時
期、児童福祉法28条に該当するケースの場合に、司法側から勧告をしてほしいと言われた
ことはあったのですが、なかなか司法側も、勧告命令のようなものを出すことまではして
くれません。「児童相談所と協力して家庭復帰に向けて何か支援をすること」というよう
なことしか言ってくれません。シッカリした強制命令が出されればやり易いのになあと私
も思っているのですが、現状はそうはなっておりませんので、まずは説明・説得をして、
プログラムを立てて頂くということにならざるを得ない状況でございます。
鈴木：有難うございました。
それでは、そろそろ予定の時間となりました。全てのご質問にお答え出来ず、大変申し
訳ございませんでした。本日は組織上の課題を中心に、児童虐待に関わる問題を議論して
参りました。フロアからのご指摘にもありましたように、組織をいじることで問題が全て
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解決するわけではないけれども、限られた部署、限られた定員の中で、最善のパフォーマ
ンス、結果を出すことは、非常に重要なことではないかと思います。
本日は貴重な報告を頂戴致しました。心から感謝申し上げます。もう一度盛大な拍手を
上川先生にお願い申し上げます。（拍手）
これにて、公開講座を閉会致します。
公開講座風景（第三回）
